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第120期第１四半期（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日） 

１ 本書は金融商品取引法第24条の４の７第１項に基づく四半期報告書を、

同法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し

て、平成24年８月６日に提出したデータに目次及び頁を付して出力・印刷

したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書を末尾に綴じ込んでおります。 

四 半 期 報 告 書 
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 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

 当第１四半期より、経営スピードの向上を目的に、従来の「ビジネスユニット」体制から、「社内カンパニー」体

制に変更し、「スマートインフラ・カンパニー」「ポジショニング・カンパニー」「アイケア・カンパニー」の３つ

の社内カンパニー体制としております。 

 なお、これに伴い当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 

経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。 

  

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについては、重要な変更はありません。  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第119期

第１四半期連結
累計期間 

第120期
第１四半期連結

累計期間 
第119期

会計期間 

自平成23年
４月１日 

至平成23年 
６月30日 

自平成24年
４月１日 

至平成24年 
６月30日 

自平成23年
４月１日 

至平成24年 
３月31日 

売上高（百万円） 21,713 20,539       98,834

経常利益又は経常損失(△) 

（百万円） 
 △1,166  △1,585     467

四半期（当期）純損失(△) 

（百万円） 
 △1,155  △1,526       △3,686

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 △1,573  △2,685  △3,832

純資産額（百万円）  35,537  30,257  33,064

総資産額（百万円）  122,617  116,880  120,777

１株当たり四半期（当期）純損失

金額(△)（円） 
 △12.48  △16.48       △39.80

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 ─  ─  ─

自己資本比率（％）  28.6  25.5       27.0

２【事業の内容】

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】
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(1)業績の状況  

当第１四半期における経済環境は、欧州において財政不安の長期化により景気が悪化しており、この影響により、

米国では景気に減速感が出始め、中国等の新興国群でも、各国で状況は異なるものの景気は減速基調を示し始めてお

ります。 

一方、日本においては、東日本大震災からの復興需要が牽引となり、欧州経済の悪化や円高の進行等の不安要素

がありますが、景気は緩やかな回復が続いております。 

  

このような経済環境にあって、当社グループは、利益およびキャッシュフロー創出をスピード感を持って実行して

競合メーカーとの競争に勝ち抜くとともに利益ある持続的成長を実現していくため、事業の”Reform（改革）”と 

”Enhancement（強化）”の推進と2011年4月に制定したTOPCON WAYの思想に基づいた企業風土の改革に取り組んでま

いりました。 

また、当第１四半期より、経営スピードの向上を目的に、従来の「ビジネスユニット」体制から、「社内カンパニ

ー」体制に変更し、「スマートインフラ・カンパニー」「ポジショニング・カンパニー」「アイケア・カンパニー」

の３つの社内カンパニー体制としております。  

 なお、これに伴い当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。  

  

こうした中で、当第１四半期の当社グループの［連結］業績は、次のようになりました。 

  

売上高は、前年同期と比べると、欧州において、為替の影響や市況の低迷を受け、ポジショニング・カンパニー

及びアイケア・カンパニーが共に悪化したこと等により、売上高は２０５億３千９百万円となり、前年同期と比べ 

△５．４％の減少となりました。 

利益面では、売上高の減少がありましたものの、前年度に実施したファインテックビジネスの事業縮小や希望退

職者の募集、その他継続的な事業構造改革への取り組みにより、固定費の削減及び原価低減が進められたこと等か

ら、営業利益は△８億９千５百万円（前年同期と比べ１千５百万円の増加）と損失にはなりましたが、前年同期と比

べ改善いたしました。一方、経常利益及び四半期純利益は、為替の影響等により前年同期と比べ悪化し、経常利益は

△１５億８千５百万円（前年同期と比べ△４億１千８百万円の減少）の損失となり、四半期純利益は△１５億２千６

百万円（前年同期と比べ△３億７千万円の減少）の損失となりました。 

  

セグメント毎の業績を示すと、次のとおりであります。 

  

 スマートインフラ・カンパニーでは、円高の影響を受けたものの、日本が伸長したことにより、売上高は５９億５

千万円となり、前年同期と比べ４．３％の増加となりました。営業利益は△１億９千８百万円の損失となりました

が、売上高の増加や固定費削減等に伴う収益の改善により、前年同期と比べ１億２千７百万円の増加となりました。

  

 ポジショニング・カンパニーでは、欧州の市況低迷や円高の影響を受けたことにより、売上高は８３億５千４百万

円となり、前年同期と比べ△２．３％の減少となりました。営業利益は、この売上高の減少等により、△８千万円の

損失となり、前年同期と比べ△２億２千万円の減少となりました。 

  

 アイケア・カンパニーでは、欧州の市況低迷や円高の影響を受けたことにより、売上高は６３億８千３百万円とな

り、前年同期と比べ△９．２％の減少となりました。営業利益は、この売上高の減少等により、△３億９千７百万円

の損失となり、前年同期と比べ△１億６千６百万円の減少となりました。   

  

(2)事業上及び財務上の対処すべき課題  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(3)研究開発活動  

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は２１億５千７百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

  

  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  160,000,000

計  160,000,000

種類 
第１四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成24年６月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年8月6日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  92,688,342  92,688,342
東京証券取引所 

(市場第一部) 
単元株式数は100株であります。 

計  92,688,342  92,688,342 ―― ―― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 

(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成24年４月１日～ 

平成24年６月30日 
 ─  92,688,342 ─  10,297  ─  12,787

（６）【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

 ①【発行済株式】  

 （注）１．「完全議決権株式(その他)」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株含まれており

ますが、「議決権の数」の欄には同機構名義の議決権90個は含まれておりません。 

２．「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式97株が含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注）第１四半期末現在の自己株式数は 株であります。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

  

（７）【議決権の状況】

  平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ─ ─ ―― 

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ―― 

議決権制限株式（その他） ─ ─ ―― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

 69,900

─ ―― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 92,581,200
 925,722 ―― 

単元未満株式 
普通株式 

 37,242
─  １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数  92,688,342 ─ ―― 

総株主の議決権 ─  925,812 ―― 

  平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）                           

株式会社トプコン 
東京都板橋区蓮沼町 

75番１号 
 69,900 ――  69,900  0.1

計 ――  69,900 ――  69,900  0.1

70,000

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平

成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,775 16,095

受取手形及び売掛金 ※4  35,871 ※4  29,012

商品及び製品 11,744 12,203

仕掛品 4,215 5,418

原材料及び貯蔵品 5,638 5,692

その他 8,705 8,749

貸倒引当金 △1,743 △1,279

流動資産合計 78,207 75,892

固定資産   

有形固定資産 12,850 12,520

無形固定資産   

のれん 10,048 9,305

その他 8,296 8,081

無形固定資産合計 18,344 17,387

投資その他の資産 ※1  11,374 ※1  11,079

固定資産合計 42,569 40,987

資産合計 120,777 116,880

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※4  12,206 ※4  11,425

短期借入金 33,625 32,692

未払法人税等 627 592

製品保証引当金 827 810

その他 8,088 8,037

流動負債合計 55,375 53,557

固定負債   

長期借入金 25,256 26,075

退職給付引当金 5,802 5,707

役員退職慰労引当金 30 32

その他 1,246 1,249

固定負債合計 32,337 33,064

負債合計 87,713 86,622
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,297 10,297

資本剰余金 14,711 14,711

利益剰余金 12,717 11,006

自己株式 △56 △56

株主資本合計 37,669 35,958

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △246 △408

繰延ヘッジ損益 △0 △2

為替換算調整勘定 △4,755 △5,745

その他の包括利益累計額合計 △5,002 △6,155

少数株主持分 397 454

純資産合計 33,064 30,257

負債純資産合計 120,777 116,880
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

売上高 21,713 20,539

売上原価 13,258 12,264

売上総利益 8,455 8,274

販売費及び一般管理費 9,366 9,169

営業損失（△） △910 △895

営業外収益   

受取利息 11 17

受取配当金 14 9

持分法による投資利益 8 －

その他 114 71

営業外収益合計 149 98

営業外費用   

支払利息 303 291

持分法による投資損失 － 3

為替差損 47 408

その他 53 84

営業外費用合計 405 788

経常損失（△） △1,166 △1,585

特別損失   

投資有価証券評価損 － 70

特別損失合計 － 70

税金等調整前四半期純損失（△） △1,166 △1,655

法人税、住民税及び事業税 277 △10

法人税等調整額 △302 △126

法人税等合計 △25 △136

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,141 △1,518

少数株主利益 14 7

四半期純損失（△） △1,155 △1,526
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,141 △1,518

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △79 △162

繰延ヘッジ損益 △13 △1

為替換算調整勘定 △325 △962

持分法適用会社に対する持分相当額 △12 △40

その他の包括利益合計 △431 △1,166

四半期包括利益 △1,573 △2,685

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,600 △2,678

少数株主に係る四半期包括利益 27 △6
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【会計方針の変更】  

（有形固定資産の減価償却の方法） 

 当社及び国内連結子会社は、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につ

いて、従来から採用している減価償却の方法を、法人税法の改正に伴ない、改正後の法人税法に基づく減価償却方法

を勘案して、変更しております。これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

【注記事項】  

（四半期連結貸借対照表関係）  

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

  

 ２．受取手形割引高 

  

 ３．債権流動化 

 当社は、平成15年10月から債権譲渡契約に基づく債権流動化を行なっており、当第１四半期連結会計期間末の譲

渡残高は、次のとおりであります。 

  

※４．第１四半期連結会計期間末日満期手形 

 当第１四半期連結会計期間末日は、金融機関の休日でありましたが、当社は、満期日に決済があったものとし

て処理しております。当第１四半期連結会計期間末残高から除かれている第１四半期連結会計期間末日の満期手

形は次のとおりであります。 

   

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。  

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）  

投資その他の資産 百万円 85 百万円 85

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）  

受取手形割引残高 百万円 60 百万円 209

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日） 

受取手形及び売掛金譲渡残高 百万円 1,272 百万円 1,349

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）  

受取手形 百万円 290 百万円 274

支払手形        447        418

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日） 

減価償却費 百万円 805 百万円 806

のれんの償却額  365  385
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（株主資本等関係）  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

１．配当に関する事項 

      配当金支払額 

２．株主資本の金額の著しい変動 

 該当事項はありません。   

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

１．配当に関する事項 

      配当金支払額 

２．株主資本の金額の著しい変動 

 該当事項はありません。   

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日）      

「Ⅱ 当第１四半期連結累計期間 ３．報告セグメントの変更等に関する事項」に記載のとおりであります。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報           （単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、精密計測事業及び光デバイス事業であります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）  

報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額は、四半期連結損益計算書計上の営業利益又は営業損失と一致

しております。 

  

３．報告セグメントの変更等に関する事項 

前年度に実施したファインテックビジネスの事業縮小及び当第１四半期に実施した「社内カンパニー」体制へ

の変更を反映し、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを、従来の「ポジショニングビジネス」「ア

イケアビジネス」及び「ファインテックビジネス」の３区分から、「スマートインフラ・カンパニー」「ポジシ

ョニング・カンパニー」「アイケア・カンパニー」及び「その他」の４区分に変更しております。 

従来のセグメント区分との関係は、次のとおりとなります。 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月19日 

取締役会 
普通株式  185  2 平成23年３月31日 平成23年６月３日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月18日 

取締役会 
普通株式  185  2 平成24年３月31日 平成24年６月６日 利益剰余金 

  

報告セグメント  
消去及び 

全社  
合計スマートインフラ 

カンパニー 
ポジショニング

カンパニー  
アイケア

カンパニー 
その他 計 

売上高   

 外部顧客への売上高  3,898  7,915  6,383  2,341  20,539  ─  20,539

 セグメント間の内部売上 

 高又は振替高 
 2,052  438  ─  ─  2,490  △2,490  ─

計   5,950  8,354  6,383  2,341  23,030  △2,490  20,539

セグメント損失（△）  △198  △80  △397  △218  △895  ─  △895
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「ポジショニングビジネス」として区分していた事業は、新たに「スマートインフラ・カンパニー」と「ポジ

ショニング・カンパニー」に区分し、「スマートインフラ・カンパニー」は、光学技術を核とした測量／ＧＩＳ

及び３次元計測を中心とした事業を、「ポジショニング・カンパニー」はＧＰＳを核としたＩＴ施工及び精密農

業を中心とした事業を、それぞれ主力事業としております。 

「アイケアビジネス」として区分していた事業は、「アイケア・カンパニー」に区分しております。 

「ファインテックビジネス」として区分していた事業は、事業縮小実施後の継続事業を「その他」に区分して

おります。  

なお、当該変更を反映した前第１四半期連結累計期間の報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額

に関する情報は、以下の通りとなります。 

 （単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、精密計測事業及び光デバイス事業であります。 

  

（１株当たり情報）  

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

（重要な後発事象）  

当第１四半期連結会計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

該当事項はありません。  

平成24年５月18日開催の取締役会において、前期期末配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）期末配当による配当金の総額………………………………185百万円 

（ロ）１株当たりの金額……………………………………………２円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………………平成24年６月６日 

（注）平成24年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し、支払いを行います。 

  

報告セグメント  
消去及び 

全社  
合計スマートインフラ 

カンパニー 
ポジショニング

カンパニー  
アイケア

カンパニー 
その他 計 

売上高    

 外部顧客への売上高  3,811  8,351  7,033  2,517  21,713  ─  21,713

 セグメント間の内部売上 

 高又は振替高 
 1,896  203  ─  ─  2,099  △2,099  ─

計   5,707  8,555  7,033  2,517  23,813  △2,099  21,713

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
 △325  139  △230  △494  △910  ─  △910

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

 １株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭 △12 48 円 銭 △16 48

（算定上の基礎）     

四半期純損失金額（△）（百万円）  △1,155  △1,526

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額（△） 

（百万円） 
 △1,155  △1,526

普通株式の期中平均株式数（千株）  92,618  92,618

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トプコ

ンの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トプコン及び連結子会社の平成24年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年８月６日

株式会社トプコン 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 濵尾 宏   印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 石川 達仁  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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